























































































































































300以下 3 1.00 300以下 3 1.00
301～500 4 0.80 301～500 4 0.80
501～800 5 0.63 501～700 5 0.71
801～1,200 6 0.50 701～900 6 0.67











1 460 22 1 3
2 701 30 1 委託
3 370 22 1 3
4 718 27 1 委託
5 403 22 1 委託
6 853 29 1 委託
7 803 29 1 5
8 529 26 1 4
9 903 34 1 6
10 330 19 1 委託
11 499 22 1 4
12 582 28 1 4
13 589 23 1 4
14 478 22 1 委託
15 459 23 1 3
16 370 17 1 委託
17 352 16 1 委託
小計 9,399 411 17 36
???
18 531 24 1 委託
19 283 20 1 委託
20 464 27 1 委託
21 306 19 1 委託
22 653 32 1 委託
23 792 36 1 委託
24 705 36 1 委託
25 283 17 1 委託
小計 4017 211 8 0



































































































































































































































































1,000食あたりの栄養教諭等の数 1.8名 1.06名 0.31名























H市 H小学校 Y町給食センター B市給食センター
2011年度 コマツナ ホウレンソウ コマツナ ホウレンソウ コマツナ ホウレンソウ
10月 55 24 49 126 36 160
11月 69 25 30 147 230 210
12月 40 0 26 58 70 260
合計 164 49 105 331 336 630
2品目合計 213 436 966
出所： Ｈ市Ｈ小学校資料、Ｙ町学校給食センター資料、報告書原資料Ｂ市給食センター資料より
筆者作成。
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量はＹ町学校給食センター153.8kg、Ｂ市給食センター
148.6kgに比較しＨ市Ｈ小学校では383.8kg（2011年）と
なっており、Ｙ町の約2.5倍、Ｂ市の約2.6倍の利用量と
なっていることがわかる。圧倒的にＨ小学校の利用量が
多くなっている。
　Ｈ市Ｈ小学校では2011年度（４月～３月）１年間は
生鮮野菜のトマトは81kg（内地場食材30kg）利用され
ているが、Ｙ町給食センター185.0kg（内地場食材85kg）、
Ｂ市給食センターでは前述のように生鮮野菜のトマトは
０kgとなっている。表５にみられるように、1,000食あ
たりの生鮮トマトの利用量はＨ市Ｈ小学校がＹ町給食セ
ンターの約2.23倍高くなっている。
⑵　Ｈ市全体の小中学校の地場食材利用状況
　Ｈ市全体の小・中学校での地場食材のトマト、コマツ
ナ、ホウレンソウの年間の利用量をみてみると、トマトは
1,537.9kg（2009年） 1,398.3kg（2010年）、コマツナ3,402.3kg
（2009年） 4,519.9kg（2010年）、ホウレンソウ778.4kg（2009
年） 669kg（2010年）となっている（Ｈ市産業振興課編，
2010）8）。
　Ｈ市ではすべて規模の小さい自校調理方式で、かつ各
調理場に１人の栄養教諭等（東京都採用50％、Ｈ市採
用50％）が配置されており、手間のかかる食材や不揃
いの地場食材を利用しやすくなっているといえる。
７．まとめ
　本稿では、学校給食で特に調理員の負担の大きい緑黄
色生鮮野菜のコマツナ、ホウレンソウ、トマトの利用状
況を、約30年間以上地場食材供給を行っている規模の
小さな自校調理方式（東京都Ｈ市Ｈ小学校：555食/日）、
町として地場食材供給を推進し JA子会社が地場食材流
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通支援をしているＹ町給食センター（岩手県：2,834食/
日）とコマツナ・ホウレンソウ・トマトの産地であるＡ
県にあるＢ市給食センター（Ａ県：6,500食/日）と比較
した。その結果1,000食あたりの栄養教諭等の数、調理
員数の多いＨ市Ｈ小学校の方が、1,000食あたりの生鮮
野菜のコマツナ、ホウレンソウの利用量の合計はＹ町給
食センター、Ｂ市給食センターに比較し約2.5～2.6倍の
利用量となっていた。Ｈ市Ｈ小学校では2011年度は生
鮮野菜のトマトは81kg（内地場食材30kg）利用されて
いるが、Ｂ市給食センターでは前述のように生鮮野菜の
トマトは０kgとなっている。Ｈ市Ｈ小学校、Ｙ町給食
センターでは地場食材供給生産者組織が生鮮野菜のコマ
ツナ、ホウレンソウ、トマトを供給しているが、Ｂ市の
あるＡ県はコマツナ、ホウレンソウ、トマトの産地であ
るが、地場食材供給生産者組織がこの３品目をＢ市給食
センターに供給していないことは注視すべき点である。
6,500食規模の学校給食センターでは、手間のかかる生
鮮野菜のコマツナ、ホウレンソウ、トマトが利用しにく
く、さらに手間のかかるこれらの地場食材は利用できな
い調理状況にあることが推測される。
　地場食材を利用するために、自校調理方式や小規模共
同調理場などの小規模な調理体制を維持する自治体や、
大規模共同調理場（給食センター）から自校調理方式や
小規模共同調理場など小規模な調理体制にもどす自治体
がみられる。本調査の結果、調理規模の小さい調理場
（自校調理方式：東京都Ｈ市Ｈ小学校）の方が1,000食あ
たりの栄養教諭等の数、調理員数が多く、緑黄色生鮮野
菜のコマツナ、ホウレンソウ、トマトなどの調理員に
とって負担の大きい手間のかかる食材や地場食材を利用
しやすい傾向がみられた。
　Ｂ市、Ｙ町の給食センターのデータから、規模の大き
な学校給食センターでは、調理員にとって負担の大きい
手間のかかる緑黄色生鮮野菜のコマツナ、ホウレンソ
ウ、トマトの利用について、ある程度の限界があること
が推察される。１日の食数が多くなるほど緑黄色生鮮野
菜のコマツナ、ホウレンソウ、トマト利用が厳しくなっ
ていると考えられる。
　学校給食への地場食材供給を推進する場合、１日の調
理の食数が多い学校給食センターにおいては、調理員の
作業負担の大きい、手間のかかる緑黄色生鮮野菜のコマ
ツナ、ホウレンソウ、トマトの供給を推進するのではな
く、学校給食でよく利用され、手間のかからない食材を
推進する方が調理場に受け入れられやすく、地場食材供
給率が向上すると考えられる。
　本研究はあくまで３つの調理場の比較であり、今後多
くの学校給食調理場の調査を行い、考察を重ねることが
課題となる。
付記
　本研究は2012年に執筆したものを、2016年に加筆・修正し、投
稿したものである。
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注
１） 愛知県立大学大学院人間発達学研究科研究生。
２） http://www.maff.go.jp/j/shokusan/gizyutu/tisan_tisyo/pdf/22_itaku.
pdf、2016年６月30日最終確認。
３） http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/99039.html、2016年６
月30日最終確認。
４） 学校給食では、通常野菜・果物等は３回洗浄作業が行われてか
ら調理又は提供されている。そのためミカンが学校給食に提供さ
れる場合、外皮が３回洗浄されている。調理室には野菜・果物等
の洗浄のため、３つの水槽が設置されている。
５） Ｈ市は都心から約35km西に位置し、東京都（島部を除く）の
ほぼ中央にある。北に多摩川があり、市内の中央と東西に浅川が
流れ、河川に沿った低地ではかつては稲作が盛んに行われ、東京
都の中でも有数の穀倉地帯だった。1970年代に入り、都市化が
進み、農地が次々と住宅地へと変わった。2010年農業センサス
によるとＨ市の人口総数は166,429人（1995年）から174,169人
（2010年）と増加している一方、農家戸数は専業・兼業（１種・
２種）併せて415戸（1995年）から348戸（2010年）と減少して
いる。農業従事者の25.5％が75歳以上であるが、60歳以上が
54.6％を占めている。総土地面積27.53km2でその内2,244haが市
街化区域となっている。市街化区域のうち、生産緑地が127.6ha
である。そのため、一団の農地がまとまって存在している場所は
ごくわずかである。多くの農地が住宅地を隣り合って散在してい
る。経営耕地面積は188ha（1995年）から96ha（2010年）へと半
減している（Ｈ市役所まちづくり部産業振興課農産係編，2015）。
６）Ｙ町役場の資料によるとＹ町は岩手県の中央部に位置し、北部
はＭ市、南部はＳ町に接している。面積は67.28km2、東西13.3km、
南北9.8kmである。西部南昌山麓を除き平坦な土地で、東端に北
上川が南流する都市近郊農村である。東部は北上川によって形成
された河岸段丘であり、古代から米の主産地として開かれた農耕
地である。
 　農産物の集出荷施設については JAいわて中央が設置しており、
町全域の集出荷の一元化を図っている。Ｙ町とＭ市境にＭ市中央
卸売市場等が立地し、東北縦貫自動車道インターチェンジが隣接
のＭ市、Ｓ町に設置されていることから京浜市場等への輸送条件
に恵まれており、流通機能を十分に発揮している。
 　国勢調査及び農林業センサスによると、農業就業人口は2000
年1,708人であったが、2010年には1,248人と減少している。岩手
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県「市町村民所得統計」によると、Ｙ町の農業生産額は2000年20
億1,500万円であったが、2010年には10億4,200万円と半減して
いる（山田，2014b）。
７） Ｂ市給食センターでは2016年度は6,700食を調理しており、栄
養教諭等の数は県の基準で児童生徒数（約5,300食）から２名、
アレルギー対応のための非常勤の栄養教諭等１名の合計３名と
なっている。調理員数は36名である（Ｂ市教育総務課への聞き
取り調査による）。
８） Ｈ市全体の小・中学校に、市内生産者が供給した地場食材のト
マト、コマツナ、ホウレンソウの年間の供給量は、トマトは
1,435.8kg（2012年） 1,220.0kg（2013年） 1,175.5kg（2014年）、コマ
ツナ3,008.0kg（2012年） 3,510.0kg（2013年） 4,302.9kg（2014年）、
ホウレンソウ396.8kg（2012年） 226.0kg（2013年）326.8kg（2014
年）となっている。毎年安定的に供給が行われていることがわか
る。Ｈ市の小中学校の児童生徒数は13,489人（2014年）13,521人
（2015年）、教職員数688人（2014年）692人（2015年）、栄養教諭
等25人（2014年と2015年は同数）である（Ｈ市役所まちづくり
部産業振興課農産係編，2015，2016）。
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